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令和３年度事業報告 

 

自 令和 ３年 ４月 １日 

至 令和 ４年 ３月３１日 

 

令和３年度においては、以下の事業を実施した。 

 

一 測量専門教育の充実向上及び普及（実施事業） 

 

 １ 測量専門教育に関する調査研究（定款第 4 条第 1項第 1号） 

   測量教育機関（測量法第 50 条及び第 51 条に定める大学、短大、高専、測量専門学

校）における測量教育内容、動向についての調査を対面式で実施予定であったが、新型

コロナウイルス感染拡大により、対面式の実施はできなかった。 

 

 ２ 測量専門教育学校運営連絡会（定款第 4 条第 1項第 3号および第 8号） 

  測量専門学校運営連絡会の開催は、対面式での会議を予定していたが、新型コロナウ

イルス感染拡大に伴い、緊急事態宣言、まん延防止等重点措置が発出されたことから、

令和３年９月３０日及び令和４年１月２５日に東京都千代田区（アルカディア市ヶ谷）

からオンライン形式により開催し、各測量専門学校及び関係行政機関等と、教育現場に

おける詳細な分析とともに今後の教育内容及び教育実習等の検討を行った。 

また、各学校における新型コロナウイルス感染症に対応した授業体制、実習の実施状

況などの情報交換や来年度に向けた対策、対応などについて意見交換を実施し、とりま

とめて会長に建議した。 

    

 ３ 海外技術支援（定款第４条第１項第４号後段） 

   海外技術支援・援助の一環として関係機関を通じて職員の派遣を実施してきている

ところであるが、予定されていた、一般社団法人国際建設技術協会からの講義依頼が、

新型コロナウイルス感染拡大により、海外からの来日が取り止めとなったため、講義に

ついても中止となった。 

 

４ 広報（定款第４条第１項第５号） 

（1）地図・測量関連団体と連携した広報活動 

①「地図展 2021 神戸から見る日本の国土と海」が、令和３年１０月２８日～１１月

１日までの間、神戸阪急本館（神戸市）において開催され、当センターも管区内の

専門学校等と協力し参加した。 

②「測量の日」の関連行事が６月３日「測量の日」を中心に、測量・地図に関する情

報、知識を国民に普及、啓発する運動が全国で実施され、開催が縮小されたイベン

ト等もあったが、これら各種行事に全国の各専門学校と協力し参加した。 
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     ③「広報推進協議会」の構成員として参画し、測量業界の一体的な広報の強化に努め

た。 

 （2）測量教育等に関する電話、メール等での問い合わせに対し、的確な対応を行った。

（件数：３００件） 

（3）当センターのホームページを活用し、各種の情報発信を行った。 

 

二 測量専門教育に関する教材の作成・販売、測量士・測量士補登録手続き事務、その他

受託業務（その他事業） 

 

 １ 測量専門教育に使用する一般教材の作成および販売（定款第４条第１項第２号） 

 （1）「測量学概論」外６冊について昨年に引き続き販売した。 

（2）測量法「逐条解説」の改正版の刊行に向け、関係機関と調整を行ったが、刊行には

至らなかった。 

   

 ２ 測量士、測量士補登録手続き事務（定款第４条第１項第８号） 

   本年度卒業生に対し、測量士、測量士補の資格取得に関する全体的な登録事務手続及

び実務経験の申請方法等について指導を行った。 

なお、本年度についても卒業生を対象に、測量士若しくは測量士補の登録番号、登録

年月日を記載した「ＳＥＣカード」の配布を行った。 

 

区  分 登録者数 備  考 

測量士 ７３  

測量士補 ３８４  

計 ４５７  

 

３ 受託業務（定款第４条第１項第６号） 

   「測量士・測量士補登録等補助業務」を国土地理院から受託し実施した。この業務は、

測量士名簿及び測量士補名簿への登録、登録のための審査業務、名簿記載事項変更に関

する業務、名簿記載事項証明に関する業務の処理及び測量士・測量士の資格取得方法、

登録番号、その他登録に関する問い合わせ業務の補助業務を実施するものである。 

 

三 その他の事業（定款第４条第１項第３号および第８号） 

① ＪＦＳ（日本測量者連盟）活動について 

   ＪＦＳ加盟組織として、連盟活動に協力するとともにＪＦＳ広報誌に当センターの

概要・活動内容等について紹介した。 

② 測量系ＣＰＤ協議会活動について（定款第４条第１項第４号前段） 

   測量系ＣＰＤ協議会の構成員として、その活動に参加した。 
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令和３年度事業報告に係る附属明細書 

  

 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３４条第３項に規定する事業報

告の内容を補足する重要な事項はありません。 


